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動　　　向

　平成１８年度における尿検査の受検学校数は平成１７
年度に対し、１５校減少し２，０１５校となった。内訳は
幼稚園、保育園で増加し、小中学校、高校ではやや
減少している。総実施件数は昨年度に比べ、２，４５７
名の増加で７４６，５８６名であった。内訳は幼稚園、保
育園で９３件増加、小学校で３，８６８件増加、中学校で
６４９件の増加、高校で２，３０５件の減少であった。少子
化の傾向であるが、未就学児、小、中学校では若干
の増加となった。
　判定委員会等の検診事後管理システムはほとんど
の自治体で構築されているが、正確な判定を行なう
為には安定した精度の高い検査結果が継続して判定
医師に提供されることが不可欠である。入札により
検査機関を選定することは検査結果にばらつきを生
じ、検診事後管理システムに支障をきたすので避け
なければならない。我々は、学校、医療機関との相
互連携協力体制を保ち今後も継続して尿検査の受託
を得るよう訴えることが重要である。

方　　　法

　一次、二次検尿の方法と流れを図１・２に示した。
　判定基準は表Ａ（川崎市は表Ｂ）に従った。平成１７
年度に沈渣白血球数に関する基準を改定したもので
ある。藤沢市は医師会の基準が採用されている。

結　　　果

　総集計として学校・年度別受検者及び受検学校数
（表１）、学校・検査方法別受検者及び受検学校数（表
２）、一次から三次精検結果（表３）、三次精検のうち
腎・泌尿器疾患、要経過観察の内訳（表４）を示し、
表５から表１３に学校別・国・公立（市町村）別に詳細
を示した。
　一次検尿陽性率は、小、中、高校別に、それぞれ１．１％
（表７）、４．７％（表９）、５．２％（表１１）、総数で２．１％
（表３）であり、例年の変動幅の中にある。
　二次検尿受検率は、小・中学校９３．７％、高校９０．５％
であり、二次陽性者（要三次精検者）は二次受検者
の１３．７％（小）、６．９％（中）、７．０％（高）である。
　尿検査所見が高度異常のため、一次検尿での至急
再検実施数は１３人、このうち６人は緊急受診勧奨
し、管理中は４人であった。二次検尿で、緊急連絡
を行った生徒は９人であった。　今年度は、教育委
員会のご努力による三次精密検診未受診者の調査結
果を三次精密検診成績に反映することができた。診
断名は未調査のため、受診したが病名不詳として計
上した。回答率は　６５．５％と例年通りであるが、そ
のうち受診が９０．４％と上昇した。
　これらの数値（表３）から、一次検尿受検者に対す
る陽性率は、一次は２．１％、二次は０．２％、腎疾患は

０．０１％と計算される。経年変化を見てもほぼ一定で
ある。　
　二次検尿沈渣白血球数の基準変更から２年経過し
た。１７年度は受検者数が約１０万人減少した影響も加
味されている可能性があったが、泌尿器系疾患は、
１７年度４５人、１８年度３６人で、改定前の７０～８０人から
半減した。尿路感染症の診断が減少したが、尿路奇
形等の変化はない。改定前は二次検尿沈渣所見から
尿路感染症の疑いで経過を追った例があったためと
考えられ、検診の効率化が図られた。神奈川県学校
腎疾患管理研究会の提言を深謝する。
　二次検尿対象者の未受検（診）率は６．８％あり、ま
た、未受診調査により大幅に判明率は上昇したがそ
れでも約１０％は三次精密検診を受診したかどうか把
握できない（表３）。各判定委員会のなかで、二次検
尿未受診の中には継続して主治医受診中があり、三
次精検も同様の事情が多いと推測されるものの、な
かなか数値として把握することが困難である。検査
方法、検査システムの見直しのためにも、精密検診
診断名の把握が望ましいが、個人情報であることか
ら、進展が困難な状況にある。
１）竹中道子：沈渣白血球数基準改定の検証、
　　予防医学，４８・１０９～１１０，２００６

地域別状況

　県下の腎疾患検診システムは、今年度も変更なく
表Ｃに示す判定委員会方式の７グループと判定会シ
ステムのないところの８つに区分される。表１４に
小・中学校分をグループ（以下グと略）別に集計した。
　１次・２次検尿受検率には大きな差はないが、２
次陽性率はＡグとＢ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｈグで差が
認められる。Ａグでは前年度から引き続き管理中
（腎疾患あるいは経過観察として）の生徒は一次検尿
から別枠になる、あるいはＢグループでは蛋白１＋
のみも２次陽性（要３次精検）とするなど、システム
の細部が異なるため、単純に比較することはできな
い。しかし繰り返して採尿法の注意（就寝前の完全排
尿と早朝尿採取、採尿時の清拭）を呼びかけた判定
委員会では、起立性蛋白尿、異常なしの診断が少な
くなる（Ｄグ）など、検診システムの相違に加え、養護
教諭の働きかけ、検診状況と結果を丹念にみていく
ことで検診効率をあげる方法を検討していきたい。
また、今年度はＣグの受診率が１１％上昇した。先に
述べた未受診者調査の結果である。診断名不明のた
め病名不詳と経過観察の項が増加した形になってい
る（図３）。検尿時が月経期にあたる生徒の問題等、
検尿に伴う問題を含め、各判定委員会・教育委員会
のご協力の下に検診効率を今後も検証していく必要
があると考えている。

関係の集計表は１３０頁に掲載


